
 　平成１７年１１月に労働安全衛生法が改正され安全管理者の選任要件として、従来からの学歴と実務

経験に加えて、安全管理者選任時研修を修了していることが義務づけられました。

　 この規定は平成１８年１０月１日に施行され、これから安全管理者に選任される予定の方は、当該研修

を修了することが必要となります。

　 （一社）長崎県労働基準協会では、厚生労働省より示されたカリキュラムに基づき、資格取得のための

研修会を、下記日程で実施することと致しましたのでご案内申し上げます。

なお、受講者が少ない場合は、講習を中止することもありますので、予めご了承ください。

　記

令和 ５ 年９月６日（水）　　午後１２時５０分 ～ 午後４時４０分

    ９月７日（木）　　午前 ８ 時５０分 ～ 午後５時２０分

　４．　受講料・ﾃｷｽト代  受　講　料　…１８，７００円 （内消費税額1,700円）

 テキスト代  …   １，６５０円 （内消費税額150円）

 　（第７版）

 受　講　料　…２１，３４０円 （内消費税額1,940円）

 テキスト代  …   １，６５０円 （内消費税額150円）

　 （第７版）

◆ 業務規定により、手続きが済まれた方を先着順に受付け、定員３０名に達し次第締め切り

　　ますのでご了承下さい。

（受付時間 9:00～17:00）

『受付日　 令和５年８月８日（火）・９日（水）』

改正労働安全衛生規則第５条の「厚生労働大臣が定める研修」

「 安 全 管 理 者 選 任 時 研 修  」
 ９月（島原）開 催 の ご 案 内

　　　　　　　 （税　込）

会　　　　員
　　１名

20,350円

　　　　　　　　令和 ５ 年 ７ 月 ４ 日

　３．　開 催 場 所 島原市有明文化会館

　２．　開 催 日 時

　１．　受講対象者

受 講 者 各 位

長崎労働局長登録教習機関　

　５．　申込受付について

一　　　　般

事　業　場

安全管理者に選任予定の方

（一社）長崎県労働基準協会　本部

（一社）長崎県労働基準協会

事　業　場

主　催　

　　　島原市有明町大三東戊1382

　　　　　裏面へつづく

　　　　　　　 （税　込）

　　１名

22,990円

● 受講申込書をＦＡＸしてください。確認後申込書の提出期限と振込先等を連絡いたします。

FAX　０９５７（６５） ０６１１

    （一社）長崎県労働基準協会島原支部

TEL  ０９５７（６８）５８００

　６．　申込先・問い合わせ先

〒８５５－０８０１　　島原市高島二丁目７２１７

TEL　０９５７（６５） ０６０６

　　　　島原商工会議所1階

申 込 方 法

下の申込方法に従って申込みを行って下さい。

※ 免除価格設定あり。

詳細は、９．受講料と免除科目
についてに記載

　



      その後は返金できませんのでご了承ください。

申込み手続き終了後に受講券を発行しますので、研修会開催期間中は、

毎日受付に提示し、チェックを受けて下さい。

 　９．　受講料と免除科目について

る措置等　　　　　　　　

　10．　研修科目・研修時間等

　　２０分

　　３ 時 間

　　３ 時 間

     １時間３０分

     １時間３０分

　　３０分

  個人情報の取り扱いについて

　ご記入いただいた個人情報は、当協会の事業以外の目的には使用致しません。
　なお、本申込書を当協会が受理した時点で、当該利用目的に同意されたものとみなします。

申込みの取消料は、　 ７．　申込みの取消し
　◆ 令和 ５ 年 ８ 月 ３０ 日（水）１７時まで  ⇒

修了したもの　　　　　　

 　８．　受　講　券

免除 免除

免除

○

免  除  対  象  者 結果に基づき講ず　

修了したもの(※１)

安全管理

別紙3に基づく職長・安全衛生責任者教育講

ム担当者研修を修了したもの(※２)

平成13年3月26日付け基発第177号の別紙1

に基づく職長教育講師養成講座（RST）又は

免除

安全管理者能力向上教育(初任時・定期)を

○

ﾃｷｽﾄ代

免除

○ 11,220

○ ○ 14,960

安全教育 関係法令

平成12年9月14日付け基発第577号の別添3

1,650
（第7版）

一　般

※ 遅刻、早退、一時外出等により所定の研修時間を受講できない場合には、修了証の交付はできません。

日　　　程

　  関 係 法 令

④

１ 日 目
９ 月 ６ 日（水）

２ 日 目

９ 月 ７ 日（木）

 （税込）

円

　・開　講　　　・オリエンテーション

　  危険性又は有害性等の調査及び
    その結果に基づき講ずる措置等

　  安 全 管 理

　  安 全 教 育

9,900

5,500

時　　間　　割

免除

☆ 科目免除の方も、全科目受講していただくのが望ましいです。免除科目の受講料で全科目受講

に基づくリスクアセスメント担当者研修及び

平成11年6月11日付け基発第372号の別添2

に基づく労働安全衛生マネジメントシステ

○

○ 11,220免除

6,160

等の調査及びその

師養成講座を修了したもの(※３)

16,280

上記の※１と２、又は※２と３をあわせて

研　　修　　科　　目

○

受講料(税込)

会　員

9,900

　 　　　できますのでぜひ、受講してください。

  （１日目⇒１２：５０分まで、２日目⇒８：５０分までに受付を済ませて入室して下さい）

①

②

③

危険性又は有害性

　・レポート提出　　・修了証交付
　・閉　　講

　11．　修了証の交付

昼休み　12:00～13：00

＋

　全科目修了者には、「安全管理者選任時研修修了証」を即日交付します。

免除

１３：００～１６：４０
（途中休憩時間含む）

  ９：００～１７：２０
（途中休憩時間含む）

時　　　間

受講料の全額返金

　



　本申込書の本人欄は、受講者本人がボールペンで正確に自署（自筆）して下さい。

　誤記入の場合 ▶▶▶ 二重線で訂正のうえ訂正印を押印し、正しく記入して下さい。（修正テープ等は使用不可）

平

号

1日目

2日目

業　種

　免 除 対 象 者 の み 記 入
①～④のうち該当の□に○印をつけて下さい。

① □　　　　② □　　　　③ □　　　　④ □

名 円

冊 円

円

　　

一般社団法人　長 崎 県 労 働 基 準 協 会 長　 殿

　※ ご記入いただきました個人情報につきましては、当協会が責任をもって管理し、本研修の目的以外には使用いたしません。
　　　本申込書を当協会が受理した時点で、当該利用目的に同意されたものとみなします。

本 人 確 認 書 類 貼 付 欄

受
 

講
 

者
 

必
 

要
 

書
 

類

P ３

免除科目について

※免除対象者であることを証明するため、修了証の写しを添付してください。

申込年月日 会　員  ・  一　般
受　講　料

令和　　　年　　　月　　　日
テキスト代

確認の上○印をつけてください 　　　　　 計

電話番号　　 　　　（　 　  　）

ＦＡＸ番号　　　　　 （　 　 　 ）

事業場の連絡担当者
所属 ・ 氏名

所　属 氏　名

郵便番号

電話番号　　　　 　（  　   　）

携帯番号　　　　 　（　　　 　）

※ 氏名・生年月日・現住所は本人確認書類と一致すること

事
 

業
 

者
 

欄

（フ リ ガ ナ）

所属事業場名

所　在　地

（アパート・マンション等名）

郵便番号

本
　
　
　
人
　
　
　
欄

（フ リ ガ ナ）

生年
月日

昭 年　　　　 月　　　　 日

氏　　　　名 （　　　　　　才）

現　住　所

修　 了
年月日

修了証
番　 号

受講
番号

＜様式 ５＞

《記 載 上 の 注 意》

安 全 管 理 者 選 任 時 研 修 受 講 申 込 書

上部のみのり

たて3.0cm×よこ2.4cm

写真裏に氏名記入

申請前6カ月以内に
撮影した上三分身
正面脱帽・無背景
のもの。

ポラロイド、デジタル

写真等は受理できな

い事があります

写 真 照 合

本 人

確認書類

写真１枚

※ 自動車運転免許証(表裏)

※ 健康保険証(表裏)

※ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰが記載されていない住民票

(6ヵ月以内に発行されたもの)

※ 在留カード(表裏)

いずれかの写しを

貼付して下さい
(住民票の場合は裏面に貼付)

㊟ 裏面の記入がない場合も写しは必要です。



安全管理者の資格要件について 
 

長崎労働局長登録教習機関 

（一社）長崎県労働基準協会 本部 

 

安全管理者は、次の１～２の何れかの要件を満たさなければなり

ません。 
 

１ 労働安全コンサルタントである者 

２ 下記の（１）～（５）の何れかに該当し、かつ、厚生労働省より示されたカリキュラムに基

づく研修（安全管理者選任時研修）を修了した者 

 

学     歴 経験年数 実務内容 

（１） 大学又は 

高等専門学校において 

理科系統の正規の課程を修めて卒業した者 ２年以上 

産業安全

の 実 務 

（２） 
理科系統以外の課程を修めて卒業した者 ４年以上 

※ 高等専門学校には、専修学校・各種学校等は含まれません 

（３） 高等学校又は 

中等教育学校において 

理科系統の正規の学科を修めて卒業した者 ４年以上 

（４） 
理科系統以外の学科を修めて卒業した者 ６年以上 

※ 中等教育学校とは、中高一貫教育の学校のことで中学校ではありません 

（５） その他 ７年以上 

 

◆ 理科系統の学科とは 

機械工学科、機械科、金属工学科、造船科、土木工学科、農業土木科、化学科等 
をいいます。 
 

◆ 産業安全の実務とは 

安全委員会・安全衛生委員会の委員としての従事経験、生産ライン等における  

管理業務、その他、他の管理業務と併せ労働災害防止のための管理業務を 

行った年数などをいいます。 
 

◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆ 

                                         

                                         

安全管理者を選任すべき事業場（常時５０人以上の労働者を使用する次の事業場） 

① 林業、鉱業、建設業、運送業、清掃業 

② 製造業（物の加工業を含む）、電気業、ガス業、熱供給業、水道業、通信業、各種商品卸

売業、家具・建具・じゅう器等卸売業、各種商品小売業、家具・建具・じゅう器小売業、燃

料小売業、旅館業、ゴルフ場業、自動車整備業、機械修理業 

 Ｐ ４ 


